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その他の相続に関する手続き/ 相続に関する手続きチェックリスト

備考期日項目

すみやかに

相続人の調査・確定

相続人を確定させるためには、故人の
出生から死亡までの連続した戸籍謄
本が必要です。役所の窓口で「相続
に使用するため出生から死亡までの
戸籍を集めています」と申し出るとス
ムーズに取得できます。

遺言書の探索

自筆証書遺言は、自宅で探索又は法
務局で調査してください。
公正証書遺言は、お近くの公証役場
で検索してください。

遺言書の検認
法務局以外で発見された自筆証書遺
言の場合は、「未開封」の状態で家庭
裁判所の検認が必要となります。

相続財産の調査

被相続人の預金通帳及び郵便物から
調査し、各事業者に問合せすること
で、相続財産のほとんどを知ることが
出来ます。また、自宅以外の不動産を
所有している場合は、役所で「名寄
帳」を取得することで、課税対象の不
動産の全てを知ることができます。

遺産分割協議
（協議書の作成）

共同相続人全員で遺産分割協議を行
い、合意する必要があります。合意後、
金融機関や役所などへ提出する為の
遺産分割協議書の作成が必要となり
ます。
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備考期日項目

相続放棄・限定承認

被相続人の最後の住所地の家庭裁
判所への申述が必要となります。申述
書の作成など必要な対応があるた
め、家庭裁判所にご確認下さい。

所得税の準確定申告

被相続人に1月1日から死亡日まで所
得があった場合は、相続人が1月1日
から死亡した日までに確定した所得金
額及び税額を計算して、相続の開始
があったことを知った日の翌日から4カ
月以内に申告と納税をしなければなり
ません。

相続税の申告・納付

各相続人が相続や遺贈などにより取
得した財産の価額の合計額が基礎控
除額を超える場合、相続税の課税対
象となります。
基礎控除額＝3,000万円＋600万円
　　　　 ×法定相続人の数

3カ月以内

4カ月以内

10カ月以内

不動産（土地・建物）
の相続登記の申請

相続登記の申請は、令和6年4月1
日に義務化されました。それ以前の相
続でも、不動産の相続登記がされて
いないものは、義務化の対象となりま
す。不動産の所在地の法務局に申請
してください。

相続により所有権
を取得したことを
知った日から3年
以内
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被相続人や相続人の関係を法務局に証明してもらう制度として法定相続情報証明制度があります。本制度により交
付された法定相続情報一覧図の写しが、相続登記の申請手続をはじめ、被相続人名義の預金の払戻し等、様々
な相続手続に利用されることで、相続手続に係る相続人・手続の担当部署双方の負担を軽減することができます。
詳しくは法務局のHP（http://houmukyoku.moj.go.jp/homu/page7_000013.html）を御覧ください。

被相続人や相続人の関係を法務局に証明してもらう制度として法定相続情報証明制度があります。本制度により交
付された法定相続情報一覧図の写しが、相続登記の申請手続をはじめ、被相続人名義の預金の払戻し等、様々
な相続手続に利用されることで、相続手続に係る相続人・手続の担当部署双方の負担を軽減することができます。
詳しくは法務局のHP（http://houmukyoku.moj.go.jp/homu/page7_000013.html）を御覧ください。

ご遺族メモ / 家系図 (3 親等内の親族）


